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詳しくは市HPで
令和 8年度当初予算
書（一般会計）など

305億9,300万円令和8年度 
一般会計

人口減少対策人口減少対策

令和8年度 当初予算 　令和 8年度当初予算（一般会計）は、市長選挙を控えて「骨格予算」
とするものの、人口減少対策をはじめ、物価高騰に伴う生活者・事
業者支援などに必要な予算を計上しました。

 総合企画政策室   63‐7389　 財政経営室   63‐7403

生活者・事業者支援生活者・事業者支援

※主な項目を抜き出して掲載。表記額は
表示単位未満を四捨五入

予算」
・事

3

人口減少を和らげる施策人口減少を和らげる施策

　安心して出産・子育てできる環境を整備するた
めに、妊娠・出産・育児の切れ目のない相談・支
援の場を提供。子育てを地域全体で応援します。

妊娠・出産・育児の切れ目ない支援
名張版ネウボラ事業　3,680 万円　

　6月に、家庭や学校だけではない、子どもや若者
の「第三の居場所」を、総合福祉センターふれあ
い 3階に開設。支援や交流などにつなげます。

「Nabaりnk（なばりんく）」の開設
子ども若者第三の居場所創生事業　1,568 万円
　

　コミュニティバス「ナッキー号」の安定的な運行
を継続するほか、令和 7年度に実証実験した交通空
白地の公共ライドシェアを本格運行します。

地域公共交通の維持・確保に向けて
公共交通対策事業　2,828 万円　

　人口減少社会における公共
施設の在り方を示す公共施
設再配置計画の素案を
取りまとめます。

公共施設の在り方を示す
公共施設マネジメント推進事業　
408万円　 　市立小中学校の学びの充実に向けた望ましい教

育環境整備について検討する審議会を設置します。

今後の教育環境整備について検討
未来のよりよい学校の在り方検討推進費　68万円　

子育て世帯支援など

中小企業・小規模事業者・農林業者への支援

総額　1億 8,505 万円　

総額　6,968 万円　 ます。

白地の公

新規

新規

▼保育施設などの主食費・副食費を無償化
4～12 月の間の費用を無償に（上限あり）

▼小学校給食費を無償化
4～12 月の間の費用を無償に

▼中学生がいる家庭への支援
中学生（R8 年 4月1日時点）がいる世帯に対して、
1人あたり2万円のデジタル商品券を配布

▼若者への支援
若者（H16 年 4月2日生～H23 年 4月1日生の人）
に対して、1人あたり1万円のデジタル商品券を配布

詳細は 5月号で

詳細は 5月号で

▼中小企業・小規模事業者への支援
中小企業・小規模事業者を対象に、生産性向上や業
態転換のための施設整備などに対する補助金を交付

▼農業者への支援
認定農業者など担い手農家を対象に、営農継続の
ための支援金を給付

▼林業者への支援
市内で林業に従事する事業者を対象に、林業機械
導入のための補助金を交付

▼子ども食堂への支援

詳細 P19

詳細 P19

詳細 P19

詳細 P19
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人口減少社会に対応する   まちづくりを実現する予算人口減少社会に対応する   まちづくりを実現する予算
一人一人が豊かで安心して 　住み続けられる地域を創る

人口が減少しても安心して暮らせるまちへ

人口減少を見据えた施策人口減少を見据えた施策

可能な限り人口減少を食い止める移住者に対して、空家住宅などの　
改修工事費用の一部を補助します。

移住の促進
空家リノベーション
補助金  645 万円　 民間事業者と協働した介護予防

一般介護予防事業　1,171 万円　

　民間事業者と協働することにより、魅力
的な介護予防教室の開催や地域の見守り活
動に関する取組を進めます。

ない支援

適
応
策

２つの視点で人口減少対策を進めていくのね

　国の交付金を活用して実施します。
　詳しくは、市HPで

　まちへの熱量を高めていくことで、まちに関わる
「活動人口」の増加を図るとともに、移住・定住の
促進や、交流人口・関係人口の創出を目指します。

まちに関わる人を増やすために
シティプロモーション推進事業　331万円

緩
和
策

物価高騰に伴う

https://www.city.nabari.lg.jp/130/045/100/020/180/index.html
https://www.city.nabari.lg.jp/s009/110/100/20211215162122.html


広報なばりは、令和 6年 4月にカラー化するなどリニューアル。シティプロモーション
の取組の一環として「まちの魅力に気付き、語りたくなる状況を作り出す」ことが目

的です。編集方針をもとに、まちに誇りを感じられる記事を積極的に掲載し、市民の皆さん
のまちへの熱を高めていきたいと考えています。

物価高騰で紙やインクの価格が上昇傾向にある
中、印刷経費を削減するため、今月号から紙質

や厚みを見直しました。昨年度に比べて年間約 280
万円の減となる見込みです。今後も、皆さんに必要
とされ、親しまれる広報紙を目指します。
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行財政改革「集中取組期間」の 3年目

財政健全化に向けた集中取組
効果額 3億2,475万円

　令和 6年 11月に公表した「名張市行財政改革プラン」の集中取組期間が３年目を迎えます。
「財政健全化」を図りながら、総合計画の目標達成に向けた取組を推進するため、行財政改革
プランに基づき、3億 2,475 万円の取組効果額を令和８年度当初予算に反映しました。

 行政・デジタル改革推進室   63‐7302　 財政経営室   63‐7403

令和 8年度 当初予算反映額（歳入確保＋歳出削減）

歳入確保の取組歳入確保の取組
効果額 1億2,896万円

市税収入などの確保対策　徴収率の維持・向上
受益者負担の見直し　公共施設の使用料・証明書など
の手数料の見直し、ナッキー号運賃の見直し

国庫補助金などの活用 ･確保　子ども若者第三の居場
所創生事業への財団助成金 など

未利用資産の売却 ･有効活用　官公庁オークションに
よる公用車などの売却

寄附拡充の取組強化　ふるさと応援寄附金などの拡充
その他の財源確保　図書館応援スポンサー制度の導入

歳出削減の取組歳出削減の取組
効果額 1億9,579万円

人的資源の最適化　職員定数の抑制 など
施設維持管理経費の削減　錦生保育所閉所、公共施
設電気料金プラン見直し など

事務事業の見直し　広報紙の紙質などの見直し、庁
舎複合機の契約見直し（再リース）、障害者訪問
入浴サービス事業や子育て短期支援事業の見直
し、南古山市民農園閉園、国津あららぎ号の運行
回数見直し など

市補助金などの見直し　ものづくり人材育成支援助
成金の廃止 など

企業会計 ･関係団体の経営強化　下水道事業資本費
繰出金の適正化

給与削減など給与削減など
行財政改革プランに基づく取組とは別に、特別職（市長、副市長、教育長）
期末手当の３割削減措置、市独自の給与削減（部長級：７％、室長級：６％、
主幹級：２％、主査級以下：１％）を継続実施

 広報シティプロモーション推進室   63‐7402

R5 年度（白黒 16ページ タブロイド判）…25.4 円

R6年度（カラー 24ページA4判）…26円

R7年度（カラー 24ページA4判）…24.7 円

R8年度（カラー 24ページA4判）…18.5 円

広報紙 印刷経費 (1 部あたり ※税抜） 

「広報なばり」の紙質を見直しました
編集方針

２
年
前
に
カ
ラ
ー
化

なばり新時代の
大改革

4 月 1 日に改定した使用料・手数料など
について詳しくは、市HPをご覧ください。

https://www.city.nabari.lg.jp/s003/110/010/100/400/20241127121608.html
http://www.city.nabari.lg.jp/s003/110/010/100/shiyouryoutou/20251009152419.html
https://www.city.nabari.lg.jp/s010/110/080/1000/201502051188.html

